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はじめに

1)一時金訴訟（対立命館大学、京都学園大学でも提訴）

　一時金：日本では賃金に分類されるが、ＩＬＯ等では福利厚生に分類される

　賃金と違って臨時性に特徴がある

　就業規則等に支給規定があれば抽象的受給権は認められるが、具体的請求権には争い

　　多くの理解は、使用者によって具体的金額が確定された後に具体的請求権発生

　　しかし、裁判例は、使用者が裁量権を行使して（査定などを通じ）金額を変更する場合に

　　したがって、裁量権を行使していない場合には、従来の金額による請求権があると主張

2)公務員について

　大阪自治労連学習会（2005.08.05）でお話しした。

　その際の焦点は、大阪府市町村職員互助会をめぐる裁判であった。

　話しの内容は、互助会側のような上告理由でなく、正面から労働者にとっての権利であると主張するべき、との趣旨であった。

　今回も同様の趣旨。ただし、公務員の場合には行政法上の検討が必要となるが、それは専門外

　

１．福利厚生をめぐる状況

1)民間企業の福利厚生をめぐる状況
福利厚生制度の効率化

　cf.日本経団連調査（資料）　→　効率化あるいは廃止の主張として提示されている

　　　総額が過去最高←法定福利を含む算定となっている

　　　　　　　　　　　法定外福利で増えているのは、育児・介護、と法規に関連するもの

　　　　　　　　　　　→法定外福利は減少に転ずるのではないかとの観測

　　　代行サービスが拡大　→　効率化

効率化の方策　　　　　e.g.カフェテリア・プラン、確定拠出型年金

福利厚生全廃の動きも　e.g.松下：賃金に統合

　これらに対して、反論できていない。あるのは法律を根拠とするだけ。

2)公務員の福利厚生をめぐる状況　→　講演Ⅰ

　講演Ⅰでの焦点は、互助会等への公費支出問題ではないかと考えられる

3)大阪自治労連学習会（2005.08.05）

　焦点は、大阪府市町村職員互助会

　　大阪高裁判決・2004年2月24日、互助会廃止の動き

　　→最高裁決定・2006年7月13日：互助会側の上告棄却＝高裁判決が確定

退会給付金廃止（2005年11月）→互助会・健保・共済の統合

　　←上告理由は裁量論のみ

２．地方自治法２０４条の２、地方公務員法４２条と受給者の権利

1)福利厚生の権利性
　＊参照　鹿児島重治『逐条　地方公務員法』（学陽書房、1996年）［別紙：資料］

　1.要点

  　「福利制度が一般化し、公共的性格が強調されるようになるにつれて」「権利へと転化」

　　「退職手当をはじめとする各種のフリンジベネフィット」は「法令に基づく職員の権利」

　　「措置の要求の制度は、職員の勤労基本権の制限、就中、団体協約締結権の制限に対応」

　2.検討課題

　　1.権利と考えられる根拠

　　　　法令は、労働者の権利とは規定しておらず、地方自治体の義務として規定している

　　　　→反射的利益論につながる

　　　　私自身は後述のように、制度化されていることを根拠として、労働契約上の権利

    2.権利であることの効果

　　　　法令では、権利保障の手段は、措置要求を除いて規定されていない

　　　　私自身は後述のように、情報公開、受給資格取得、終了保護、が必要

2)立法経過
　1.福利厚生制度も含めて、労働基本権制限の効果　cf.民間企業における福利厚生の進展

　2.国会での審議経過

３．裁判例にみる福利厚生の権利性

　＊参照　拙稿「福利厚生施策と受給権保護の課題」『講座２１世紀の労働法』（2000年、有斐閣）

拙稿「福利厚生の受給権保護に向けて」立命館法学271/272号(2000年)1043頁以下

1)社宅

1.国鉄清算事業団事件　横浜地判H8.6.25.労判703-48

国鉄職員用、使用料が低廉であることから福利厚生施設である。「社宅なるものが、もともと労働力確保の手段として生まれたものであり、職員の職住を可能な限り接近させた労働力の効率的な使用をはかるという機能も果たすと認められること、社宅非居住職員に対しては住居手当が支給される反面、社宅入居者に対してはこれが支給されないのが一般的であることを考慮すると、現物給付としての性格をもつものということも可能な場合もあると考えられ、単に、社宅が使用者からの恩恵的な意味で供与されるものということもできない。したがって、…国鉄が、恣意的に、宿舎利用関係を終了させたりすることは、宿舎が当該職員及びその家族の生活の本拠とされていること及び当該職員の社会的経済的地位を考慮すると、これを許すべきではない。」

2.コンピュータ印刷事件　東京地判H14.9.30.労経速

「社宅支給は、従業員の福利厚生にとって極めて重要な事項であり、労働条件の一部を構成する」「賃料についても黙示に合意した」ので自己負担額の一方的増額は不当

2)奨学金の貸与

　1.第二国道病院事件　横浜地裁川崎支部判　H4.7.31.労判622-25

「唯一の雇用条件を明らかにしている求人票には賃金の一部として記載されていること、原告は被告に対しこの点に関しなんらの説明もしていないこと、基本給が金五万円で、当時の高校卒業者の給料として著しく低額であること、更には原告は被告に対し雇用契約の内容として准看護婦学校に通学させる義務を負っていたことからすること、労働の対価である賃金の一部と認定することが相当であり」

　＊これ以外に、足止め効果を有していることから労基法１６条違反として救済した判決がある。

　1.北錦会事件・大阪簡判　H.7.3.16労判677-51、和幸会事件・大阪地判　H.14.11.1.労判840-32

 3)研修費用

　1.東光会事件　さいたま地判　H14.3.27.労判824-90

「講習会に参加することは、参加希望者が任意に決定することではあるが、原告看護学校における職員の担当業務に極めて直接的に役立つもので、むしろ原告が積極的に本件講習会参加を奨励していたものであり、いわば職場外における職員教育の一つとして位置づけていたことが認められる。そうだとすれば、被告らは、本件講習会期間中、看護学生指導という原告看護学校職員としての中核的業務に従事していたわけではないが、原告の業務に従事していたというべきであるから、本件奨学金の性質は、労働の対価としての賃金であると解することが相当である。」

＊これ以外に、足止め効果を有していることから労基法１６条違反として救済した判決がある。

  1.徳島健康生活協同組合事件　徳島地判 H.14.8.21.労判879-95、高松高判 H.15.3.14.同90　

4)留学費用

　1.冨士重工業事件　東京地判　H.10.3.17.労判734-15

　「自分の意思で海外研修員に応募したとはいえ、前記認定事実によれば、本件研修は、原告の関連企業において業務に従事することにより、原告の業務遂行に役立つ語学力や海外での業務遂行能力を向上させるというものであって、その実態は社員教育の一態様であるともいいうるから」「その派遣費用は業務遂行のための費用として、本来原告が負担すべきものであり」

  2.新日本証券事件　東京地判　H.10.9.25.労判746-7

 留学規程は、「労働契約関係における労働者の待遇にかかわる事項を定めるものということができるから、使用者が就業規則の形式により労働条件の一部を定めるもの」「海外留学を職場外研修の一つに位置づけており、…留学派遣を命じ」ているので業務である

＊逆に留学費用の返還を認めた判決もある

長谷工コーポレーション事件・東京地判　H.9.5.26.労判717-14、野村證券事件・東京地判　H.14.4.16.労判827-40、明治生命保険事件　東京地判　H.16.1.26.労判872-46

5)ストックオプション

　1.荒川税務署長事件　最三小判　H.17.1.25.労判885-5

 「権利行使益は、雇用契約又はこれに類する原因に基づき提供された非独立的な労務の対価として給付されたものとして、…給与所得にあたる」

6)団体定期保険

　保険契約者である使用者と被保険者である労働者との間で、従業員の福利厚生・遺族の生活保証等の保険契約の趣旨目的等から、保険者は保険金を受領したうえでその全部または相当部分を退職金や弔慰金として支払う旨の合意が成立した

7)企業年金

　1.名古屋学院事件　名古屋地判 H.3.5.31.労判592-46、名古屋高判H7.7.19.労判700-95

　功労報償的性格が希薄であることから、年金受給権の権利性が強い

  2.幸福銀行事件　大阪地判　H.10.4.13.労判744-5

　退職年金は就業規則に規定されているので、恩恵的な福祉年金として任意に支払われるものではなく支払い義務のある退職金の一部。

  3.朝日新聞社事件　大阪地判　H.12.1.28.労判786-41

 恩恵的な制度であるが、年功報償的性格も有しており、就業規則に明文化され労働契約の内容となっていることから受給権が発生しており、受給資格の剥奪は支給停止条項が労働契約の内容となっている場合に限られる。

  ＊逆に切り下げを認めた判決もある

　1.松下電器産業事件　大阪地判　H.16.12.6.労判889-73、大阪高判　H.18.11.28.

8)早期退職優遇　＊使用者の承認が必要

＊簡単な小括

1.具体的立法のない中では、労使合意の解釈となる

2.その際に近年、福利厚生であることを理由として、受給権を導き出す判決が各分野で出されてきている点が特徴

3.ただし、権利性を承認する際には、福利厚生が賃金であることから、導きだすものが多い

　→公務員の場合に、賃金であるとすると、条例主義に反することになる

　　賃金である、と言わずに、権利であると論理付けることが必要となる

４．合州国法を参照した福利厚生の権利保障の方向性

　＊参照　拙稿「福利厚生の受給権保護に向けて」立命館法学271/272号(2000年)1043頁以下

1)ERISA：1974年従業員退職所得保障法

　1.立法目的

　　　直接は、大規模な年金破綻をきっかけとして、受給者の期待保護のため

　　　他方で、課税上で使用者に負担をかけないという配慮も

→福利給付についての権利保障が弱い内容に止まった

  2.規定内容

　　　年金と福利給付（範囲は、拙稿参照。退職手当も含む）が対象。

　　　1.情報公開、2.資格発生の基準、3.年金基金充実、4.忠実義務、5.公的監督、6.終了保護

　　　年金は、全部適用。福利給付は、1.4.5.のみ→6が問題になる

2)終了保護に関する判例法理

　1.終了保護法理

　2.変更権限留保規定の効力

3)日本におけるERISA研究の状況

  1.年金関係の研究が中心。近年では確定給付型年金との関係で401Kプラン

　2.福利給付に関する部分の研究は、私以外にはない

4)立法として

　1.権利発生要件の明確化

　2.性別・雇用形態等に基づく差別の禁止

　3.福利厚生施策の質を確保するための規制

　4.情報開示や運営への労働者代表の参加、利用者のプライスバー等の保障などの制度民主化

　5.受給終了に関する規制

むすびに代えて

1)権利性

　労働契約上の合意となっている

　賃金か否かで議論されることが多いが、賃金であったとしたら、労基法24条が適用される

　　という問題であり、権利性とは直接は関連しない

　ただし、労働契約上の合意であるか否かは、賃金性の判断基準と同様に、

制度化されているか否かで判断されるのではないか。

　制度化とは、就業規則などによって規定されていること

　労働契約上の合意だとすると、特別な理由がない限り、一方的破棄はできない。

2)公務員の福利厚生

　「ヤミ」との形容詞は正しくない

＜参考：大阪自治労連学習会（2005.08.05）レジュメ＞

１．高裁判決と互助会側上告理由の問題点

1)高裁判決

　1.事実関係

　　1.地方公務員法４２条による互助共済事業には、厚生条例による互助会と、吹田市職員厚生会によるものとがある。

    2.互助会は、条例により作られ、職員の互助会加入と、費用の一部負担が規定される。

互助会は、給付事業・貸付事業・福利厚生事業・附帯事業を行っている。

これらの事業は、会費と補給金で運用しており、その割合は、１対４等

3.退会給付金は、補給金の約８０％を占め、これ以外に市から退職手当金も受給しているし、共済制度の適用もある。

  2.判決内容

　　1.平成８年１１１月以降の補給金支出については、監査請求を経ていないので却下

　　2.互助会方式は４２条に基づき有益であり、補給金支給は相当な資金の提供である

　　3.ただし、給付内容如何によっては、職員の手当と同視され、204条の2違反になる

　　4.退会給付金に意義があり、補給金の支出部分が違法となるものではない

　　5.しかし、退会給付金に占める補給金の割合が２／３相当になるのは高額であり違法である

　3.判決の論点：補給金の割合が高額か否か　←背景として、退職金総額が高額である

4.問題点

1.高額と言えるのか　→既に様々に検討されているので省略

　1.社会的水準

　2.補給金に占める退会給付金割合の計算方式が無茶苦茶

　　　平成8.4  から10 ：補給金44億、会費24億、退会給付金48億、それ以外16億

　　　平成10.4から11.3：補給金77億、会費43億、退会給付金68億、それ以外26億

　　　→判決とは逆に、まず、補給金を退会給付金以外に充てると計算すると

平成8年4月から10月で計算すると、２８億と２４億で、４８億を

平成１０年4月から平成11年3月で計算すると、５１億と４３億で、６８億を

　3.「２／３」の根拠が不明

2.退会給付金（生業資金）の性質

　1.福利厚生なのか、退職金なのか、不明確

  　　退職後の安定を図ることが勤労意欲を高めることになるので福利厚生、とする

　　　しかし以下では、退職金（手当・共済）と同列に扱っている

2.なぜ、福利厚生が地公法で承認されているのか

　　それとの関係で、権利の範囲が決まってくる

3.その受給権はどうなっているのか

　　地公法４２条は地方自治体の義務と規定されているが、それ以上に、受給者の受給権を規定していない。

2)互助会側上告理由

　1.内容

　　1.互助会の給付に関して

　　　1.厚生制度は、実質的には給与と同様の作用をもつが、行政の能率化を目的とするので、給与ではない。共済は社会保障の一環であるので福利厚生とは異なる。

　　  2.高額である点については、地方自治体の広範な裁量による。会費額の１．５倍程度の退会給付金は高額ではない。

　　  3.計算方法が不当

    2.補給金について

　　　1.補給金は、負担金であって、補助金ではない。補助金でもあり得るが、地方公共団体の固有事務を委託したことの対価として給付であるので義務である。

　　　2.第三者が職員に支給することは地方自治法違反ではない。会費も財源。補給金の使途についても特定していない

　　3.不当利得について

　　　1.市との契約によって

　2.問題点

　　1.退会給付金、給与（退職金・手当）、共済、の概念の相違を述べようとしている点は正当

　　　しかし、厚生制度の位置づけは正当ではない。

2.単なる広範な裁量、というだけでは、裁判上の主張としてはともかくも、当該各市が補給金削減、互助会あるいはそこでの各種給付（とりわけ退会給付金）の廃止の判断を行った場合に、それを容認することになる

3)主張するべき方向性

　1.互助会の有用性の主張

福利厚生施策は、地方公務員法４２条で認められたもの

互助会方式の有用性は、高裁判決でも承認されている

　2.福利厚生施策の権利性

　　受給者の権利であり、市の広範な裁量によって一方的に削減はできない

4)関連裁判例　→周知のことであろうから省略
　1.八幡市厚生費事件

　　直接の論点は、条例に基づかない給与の支出、市長の責任

　　「各人への支給金額、その算定方法、使途、使途の確認手続き等を考慮すると、…給与の支給としての性格が極めて強く、その適法性には疑いがある」

　2.八幡市研修費事件

　　「組合との交渉に基づき、特に使途を定めることもなく、職員に個別に支給され」「職員もヤミ賞与と認識していた」ので給与であり、不当な支出

　3.堺市退職金事件

　　特例措置廃止について、必要性・合理性を承認

  4.埼玉県職員互助会事件　浦和地判H13.1.22

　　社会通念上相当
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